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子どもの幸福感1位は秋田　人口減に危機感、探究型授業で地元愛育む－データで読む地
域再生

　政府が教育改革でめざす「日本社会に根差したウェルビーイン
グ（心身の健康と幸福）の向上」を最も実現する自治体はどこ
か。政府が定める9つの指標をもとに小中学生の「幸福感」を算
出したところ、人口減少が43年連続と全国で最も長期にわたる
秋田県がトップだった。探究型授業で自発性を引き出し「地域や
社会をよくしたい」と願う子どもを増やした。

　政府は2023年6月、27年度までの第4期教育振興基本計画でウ
ェルビーイングに関するKPI（重要業績評価指標）として「全国
学力・学習状況調査」から9指標を掲げた。

　9指標のうち「自分にはよいところがあると思うか」といった
質問に「当てはまる」「どちらかといえば当てはまる」「どちら
かといえば当てはまらない」「当てはまらない」の4段階で小中
学生が回答した。その結果をもとに、当てはまり具合を適合度と
して独自に点数化した。

　25年度時点で適合度が最も高かったのは秋田県。比較しやす
くするため全国平均を50とする偏差値で表すと同県は82となっ
た。2位の山梨県を10ポイント引き離し、子どもの幸福感は全国
で最も高くなった。

　4月13日、秋田県三種町の三種中学校で新入生が数学の授業で
好きな数字を発表し合った。数字を扱う楽しさに気づいてもらう
ことで、自主的により深い学びへとつなげる狙いだ。こうした設
計の授業は、全国から「探究型」として注目を集める。

　秋田県は24年まで43年連続で総人口が減少しており、連続年
数は全国で最も長い。高齢化率も15年連続で最も高い水準にあ
る。こうした危機感を背景に、1993年度、全国でいち早くふる
さと教育を始めた。

　地元出身の偉人や地場の産業を知ってもらい、学ぶことと実社
会を結びつけて、地域や社会を自らよくするために動く児童・生
徒を増やした。鈴木健太知事は「30年以上に及ぶ、ふるさと教
育の積み重ねが利いている」と説明する。

　25年11月には国際教養大学（秋田市）などと連携して「秋田
の教育の未来プロジェクト」を開始し、26年3月には独立した教
育大綱も策定した。「教育は秋田の強みで子育て世帯の最重要テ
ーマでもある。移住を増やす意味がある」（鈴木知事）
　全国を見渡しても地方圏を中心に31県が東京都を幸福感で上
回る。地方圏39道県の平均は三大都市圏8都府県を5ポイント以
上上回るなど、1学校あたりの児童・生徒数が少ないほど、高い
傾向にある。

　2位の山梨県はコミュニティースクールや地域学校協働活動を
通じて社会教育を手厚く実施し、人が困っている時に進んで助け
る子どもが多い。08〜10年度に連携相手を探る学校応援団育成事業に取り組み、全市町村で地域連携を整えた。
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 3位の栃⽊県は1学校あたりの児童・⽣徒数が⽐較的多いが、全国に先駆けて03年度に中学1年⽣で「35⼈学級」を
先⾏実施した。その後も教員を増やすなどして⼩中の各学年で順次導⼊。20年度までに全学年で実現した。きめ細や
かな指導が可能となり「先⽣は認めてくれている」と感じる⼦が多くなった。

 ⽇本の⼦どもは国際的にみて学⼒に優れる⼀⽅、⾃⼰肯定感が低いとされる。「⼈⼝減の⽇本は社会課題が次々と
現れる。課題に向き合う⼒を育てなければならない」と京都⼤学の内⽥由紀⼦教授は指摘する。「課題への対応⼒を
育むためには、親や学校だけでなく地域が協⼒して関わる姿勢が求められる」と話している。

 （桜井佑介、グラフィックス 植⽥⼤智）
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